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平成平成平成平成 13131313 年年年年 3333 月期　　個別中間財務諸表の概要月期　　個別中間財務諸表の概要月期　　個別中間財務諸表の概要月期　　個別中間財務諸表の概要
　　　　　　　　　　　　

店店店店
　　　　　　　　　　　　

平成平成平成平成 12121212 年年年年 11111111 月月月月 10101010 日日日日

会 社 名　株式会社アバールデータ　　　　　　　　店頭登録銘柄
コ ー ド 番 号　６９１８　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県
本 社 所 在 地　東京都町田市旭町一丁目２５番１０号　　東京都
問 い 合 わ せ 先　責任者役職名　総務部　ゼネラルマネジャー
　　　　　　　　　　氏　　　　名　大　関　拓　夫　　　　　ＴＥＬ(０４２)７３２－１０００
中間決算取締役会開催日　平成１２年１１月　９日　　　　　　中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　平成１２年１２月１２日

１． １２年９月中間期の業績(平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日)
(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

売 上 高 営業利益 経常利益

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

百万円　　％
　　3,393　　(   59.0)
　　2,135　　(　  6.2)

           百万円　　％
       371  (　　 －)
　　　  17　(　　 －)

百万円　　％
　　   412　(  742.6)
　　　  48　(     －)

1 2 年 3 月 期 　　4,649　　(　 26.5) 　　　 158　(　　 －) 　　　 201　(　　 －)

中間(当期)純利益
1 株 当 た り
中間(当期)純利益

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

　　　　百万円　　　　　％
　　　 176　　　　(　　 －)
　　△  26　　　　(     －)

　　　 円　　銭
　　 21 　83
　△  3　 34

1 2 年 3 月 期 　　　  61　　　　(　　 －) 　　  7　 61
 （注）1.期中平均株式数　12 年 9 月中間期 8,064,542 株　11 年 9 月中間期 8,064,542 株　12 年 3 月期 8,064,542 株

2. 会計処理の方法の変更　有

3. 売上高､営業利益､経常利益､中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率（対前年期）

(2) 配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

円　　銭
　　　4   00
　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

1 2 年 3 月 期 　　　　　　  6 円 00 銭

　（注）12 年 9 月期中間配当金内訳
　　　　記念配当　　－円－銭
　　　　特別配当　　－円－銭

(3) 財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

百万円
　　　7,466
　　　6,172

百万円
　　　6,025
　　　5,459

％
　　　　80.7
　　　　88.5

　　　　円　　銭
　　　747　　11
　　　677　　03

1 2 年 3 月 期 　　　6,771 　　　5,733 　　　　84.7 　　　710　　90

 （注）期末発行済株式数　12 年 9 月中間期 8,064,542 株　11 年 9 月中間期 8,064,542 株　12 年 3 月期 8,064,542 株

２．１３年３月期の業績予想(平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日)
１株当たり年間配当金売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 期 末

通     期
百万円

　　6,700
百万円

　　 800
百万円

　　  400
円　　銭

　　　 5    00
円　　銭

　　　 9　 00
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）　　　  49 円 60 銭



（1）中間貸借対照表
　　　　　　　　　（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

（平成11年9月30日現在） （平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％
Ⅰ　流 動 資 産

1. 現 金 及 び 預 金 417,096 349,218 310,214
2. 受 取 手 形 347,805 576,191 474,354
3. 売 掛 金 670,450 1,021,311 817,338
4. 有 価 証 券 334,263 11,965 73,754
5. た な 卸 資 産 899,139 1,317,769 1,346,881
6. 繰 延 税 金 資 産 － 56,892 127,619
7. 未 収 入 金 620,895 959,736 803,955
8. そ の 他 16,760 16,772 5,268
9. 貸 倒 引 当 金 8,080 10,000 10,290
流 動 資 産 合 計 3,298,332 53.4 4,299,856 57.6 3,949,096 58.3

Ⅱ　固 定 資 産
1. 有 形 固 定 資 産

(1) 690,197 650,363 668,897
(2) 1,274,398 1,274,398 1,274,398
(3) 135,995 136,191 124,162
有 形 固 定 資 産 合 計 2,100,591 34.0 2,060,953 27.6 2,067,458 30.5

2. 無 形 固 定 資 産 28,850 0.5 33,224 0.4 34,391 0.5
3. 投資その他の資産

(1) 581,769 938,098 581,769
(2) 164,148 134,609 139,039
(3) 1,176 324 2
投資その他の資産合計 744,741 12.1 1,072,383 14.4 720,807 10.7
固　定　資　産　合　計 2,874,183 46.6 3,166,561 42.4 2,822,657 41.7
資　　　産　　　合　　　計 6,172,516 100.0 7,466,418 100.0 6,771,754 100.0

△

△

投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

△

△

△

△

期　　　別
科　　　目

建 物
土 地
そ の 他
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　　　　　　　　　　（単位：千円）
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

（平成11年9月30日現在） （平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ　流 動 負 債

1. 支 払 手 形 242,814 456,046 347,171

2. 買 掛 金 295,557 431,676 451,927

3. 短 期 借 入 金 11,250 － 3,750

4. 未 払 法 人 税 等 2,290 98,746 4,580

5. 賞 与 引 当 金 86,700 149,100 110,700

6. そ の 他 56,582 120,424 103,164

流 動 負 債 合 計 695,194 11.2 1,255,993 16.8 1,021,293 15.1

Ⅱ　固 定 負 債

1. 繰 延 税 金 負 債 － 68,258 －

2. 退 職 給 付 引 当 金 － 46,941 －

3. 役員退職慰労引当金 － 58,526 －

4. 長 期 未 払 金 17,353 11,569 17,353

固 定 負 債 合 計 17,353 0.3 185,295 2.5 17,353 0.2

負 債 合 計 712,548 11.5 1,441,289 19.3 1,038,647 15.3

（資 本 の 部）

Ⅰ　資        本         金 2,354,094 38.1 2,354,094 31.5 2,354,094 34.8

Ⅱ　資   本   準   備   金 2,444,942 39.7 2,444,942 32.8 2,444,942 36.1

Ⅲ　利   益   準   備   金 70,060 1.1 75,549 1.0 70,060 1.0

Ⅳ その他の剰余金

1. 任 意 積 立 金 600,000 600,000 600,000

2. 9,131 379,700 264,008

その他の剰余金合計 590,868 9.6 979,700 13.1 864,008 12.8

Ⅴ その他有価証券評価差額金 － - 170,842 2.3 － -

資 本 合 計 5,459,967 88.5 6,025,129 80.7 5,733,106 84.7
負 債 ・ 資 本 合 計 6,172,516 100.0 7,466,418 100.0 6,771,754 100.0

△

期 別

科 目

中間 （当期 ）未処分利益
又は中間未処理損失（△）
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（2）中間損益計算書
　　　　　　　　　（単位：千円）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

　　　　　　　　　期　　　  別 自  平成11年4月 1日 自  平成12年4月 1日 自  平成11年4月 1日
至　平成11年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比
％ ％ ％

Ⅰ　売            上            高 2,135,069 100.0 3,393,819 100.0 4,649,688 100.0

Ⅱ　売       上       原       価 1,608,786 75.4 2,516,872 74.2 3,508,779 75.5

売    上    総    利    益 526,282 24.6 876,947 25.8 1,140,909 24.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 509,049 23.8 504,977 14.8 982,567 21.1

営      業      利      益 17,232 0.8 371,970 11.0 158,341 3.4

Ⅳ 営   業   外   収   益 32,317 1.5 41,527 1.2 43,557 0.9

Ⅴ 営   業   外   費   用 559 0.0 710 0.0 553 0.0

経      常      利      益 48,991 2.3 412,786 12.2 201,345 4.3

Ⅵ 特     別     損     失 73,622 3.5 107,571 3.2 90,455 1.9

税引前中間（当期）純利益（△損失） 24,631 1.2 305,215 9.0 110,889 2.4

法人税､住民税及び事業税 2,290 0.1 100,468 3.0 4,580 0.1

法  人  税  等  調  整  額 － － 28,684 0.8 44,913 1.0

中間（当期）純利益 （△損失） 26,921 1.3 176,062 5.2 61,396 1.3

前   期   繰   越   利   益 17,790 203,638 17,790

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － － 184,821

9,131 379,700 264,008

) )

△ △

△ △

( ( )(

△

科 目

中間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益
又は中間未処理損失（△）
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中間財務諸表作成の基本となる事項

 １．資産の評価基準及び評価方法

（1） たな卸資産

 ①　商品・製品　　　　　　　先入先出法による原価法

 ②　原材料　　　　　　　　　月次総平均法による原価法

 ③　仕掛品　　　　　　　　　個別法による原価法

 ④　貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法

（2） 有価証券

①子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券

ⅰ時価のあるもの　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法に

よって算定しております。）

ⅱ時価のないもの　　移動平均法による原価法によっております。

 ２．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）によっております。

（2） 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能見積期間（5 年）に基づく定額

法を採用しております。

 ３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

一般債権については、貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見込額を基準と

して算定計上しております。

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更差異（69,692 千円）については、当期に費用処理することとしており、当

中間会計期間においてその半額を特別損失に計上しております。

（4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。

（会計方針の変更）

役員退職慰労引当金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当中間会計期間か



－６－

ら役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変

更いたしました。

この変更は、役員在任年数の長期化に伴い金額の重要性が増してきたこと及び引当計上する会

計慣行が定着化しつつあることを踏まえ、期間損益の適正化、財務体質の健全化を図るために行

なったものであります。

なお、この変更により当中間会計期間の発生額 6,075 千円は販売費及び一般管理費に、過年度

相当額 109,452 千円は 2 年間にわたって均等繰入することとし、当中間会計期間においては

54,726 千円を特別損失に計上しております。この結果、前中間会計期間と同一の基準によった

場合と比べ、当中間会計期間の営業利益及び経常利益は 3,800 千円、税引前中間純利益は 58,526

千円それぞれ少なく計上されております。

 ４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 ５．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動

負債「その他」に含めて表示しております。

（追加情報）

1. 退職給付会計

当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合に比べ、退職給付費用は 46,941 千円多く、経常利益は 10,054 千円、税引前中間純利益は 44,900 千

円少なく計上されております。

2. 金融商品会計

当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。この適用による損益への影響は軽微であ

ります。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、1年以内に満期が到来するその他有価証券

等は流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しております。その結果、流

動資産の有価証券は 62,896 千円減少し、投資有価証券は 62,896 千円増加しております。
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注記事項

1. 中間貸借対照表関係
　　（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
（平成 11年 9月 30日現在） （平成 12年 9月 30日現在） （平成 12年 3月 31日現在）

1.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　615,266

1.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　678,326

1.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　645,216

2.中間会計期間末日満期手形の処理

当中間会計期間末日は、金融機関

の休日ですが、満期日に決済が行なわ

れたものとして処理しております。中

間会計期間末残高から除かれており

ます中間会計期間末日満期手形は、次

のとおりであります。

　　　　　　　　　受取手形　109,821

　　　　　　　　　支払手形　 66,030

2. 中間損益計算書関係
　　（単位：千円）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
     自　平成 11 年 4 月 1 日
     至　平成 11 年 9 月 30 日

     自　平成 12 年 4 月 1 日
     至　平成 12 年 9 月 30 日

     自　平成 11 年 4 月 1 日
     至　平成 12 年 3 月 31 日

1.営業外収益の主要項目

受取利息　　　　　　　　　　　528

受取配当金　　　　　　　　　5,699

仕入割引　　　　　　　　　　2,635

有価証券売却益　　　　　　 15,811

賃貸料収入　　　　　　　　　2,566

1.営業外収益の主要項目

受取利息　　　　　　　　　　　378

受取配当金　　　　　　　　　8,210

仕入割引　　　　　　　　　　3,692

有価証券売却益　　　　　　 24,309

賃貸料収入　　　　　　　　　2,465

1.営業外収益の主要項目

受取利息　　　　　　　　　　　673

受取配当金　　　　　　　　　6,948

仕入割引　　　　　　　　　　5,769

有価証券売却益　　　　　　 17,410

賃貸料収入　　　　　　　　　5,188

2.営業外費用の主要項目

支払利息及び割引料　　　　　　101

2.営業外費用の主要項目

支払利息          　　　　　　　8

2.営業外費用の主要項目

支払利息及び割引料　　　　　　154

保険解約損　　　　　　　　　　385

3.特別損失の主要項目

役員退職慰労金　　　　　　 71,930

3.特別損失の主要項目

固定資産除却損　　　　　　　 2,533

会員権評価損　　　　　　　　15,465

退職給付会計基準変更時差異処理額　34,846

過年度役員退職慰労引当金繰入額 　54,726

3.特別損失の主要項目

固定資産除却損　　　　　　　2,370

役員退職慰労金　　　　　　 72,405

会員権評価損　　　　　　　 14,179

会員権償還損　　　　　　　  1,500

4.減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　　 37,664

無形固定資産　　　　　　　　4,534

4.減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　 　33,977

無形固定資産　　　 　　　　 5,412

4.減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　　 76,200

無形固定資産　　　　　　　　9,726

（  ） （  ） （  ）



3.リース取引関係
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

   前中間会計期間    当中間会計期間     前 事 業 年 度
自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日
至 平成11年9月30日 至 平成12年9月30日 至 平成12年3月31日

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び（中間）期末残高相当額

取 得 価 額減 価 償 却 累前 中 間 期 末 取 得 価 額減 価 償 却 累当 中 間 期 末 取 得 価 額減 価 償 却 累前 期 末

相 当 額計 額 相 当 額残 高 相 当 額 相 当 額計 額 相 当 額残 高 相 当 額 相 当 額計 額 相 当 額残 高 相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

合  計 合  計 合  計

（２）未経過リース料（中間）期末残高相当額
１ 年 内 23,918 千円 21,871 千円 22,694 千円
１ 年 超 53,899 千円 34,677 千円 43,062 千円

       合 計 77,818 千円 56,549 千円 65,756 千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 16,494 千円 支払リース料 12,796 千円 支払リース料 29,590 千円
減価償却費相当額 14,930 千円 減価償却費相当額 11,885 千円 減価償却費相当額 27,074 千円
支払利息相当額 1,254 千円 支払利息相当額 885 千円 支払利息相当額 2,280 千円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法
によっております｡

（ ）（ ） （ ）

120,309

139,740

56,397 63,911

75,30864,432

93,239

112,671

46,347 46,892

54,15258,518

100,359

119,790

46,523 53,835

63,16356,626

19,431 8,034 11,396 19,431 12,171 7,259 19,431 10,103 9,328

有形固定資産
そ の 他

無 形
固 定 資 産

有形固定資産
そ の 他

無 形
固 定 資 産

有形固定資産
そ の 他

無 形
固 定 資 産

－８－


